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経歴
• 1977年- ⽇本農業新聞記者

• 1993-94年 ⽶フロリダ⼤学、テキサスA&M⼤学客員研究員

• 2008年 東京農⼯⼤学連合⼤学院修了

• 2015年- 農業ジャーナリスト、⽇本農業新聞特別編集委員

• 2023年- 静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学客員教授

主な著書 亡国の密約（共著、新潮社、2016年）など

⽇本農業新聞記者として「いのちを守れ」（2009年-）キャン
ペーンに参加。海外編でドイツと英国の事例を報告した。



今⽇話すこと

• アイルランドの現地調査（2022年10⽉）
• 農作業安全規制・法律

• 農作業安全教育

• コミュニケーション

• 欧州全域の農作業安全
• 農作業安全研究の国際協⼒
• 現地調査を踏まえた⽇本の課題



なぜアイルラインドが世界⼀?

• 労災制度で⾃営農家を保護（2005年法律）
• 農業系⾼等教育機関で農作業安全を義務化
• HAS特別捜査官による徹底した調査
• 詳しい農作業事故統計情報

• 農業研究、普及の現場で農作業安全を位置付け
• 世界で初めての農作業安全担当⼤⾂
• メディアとの協⼒関係



アイルランドの農作業安全ＴＶコマーシャル
2018年に制作



海外調査報告書の公開について

• 農作業死亡事故を抑⽌するための情報収集・活
⽤システムの構築に向けた課題解明=平成31年
度 (2019年度) 基盤研究(C)(特設分野研究)研究
• アイルランド（2022）、台湾（2023）、韓国

• 資料や情報をPDF⽂書のかたちで整理して、
ウェブサイト上で公開予定（150ページ前後）

• 幅広く活⽤してもらうことを想定



畜産⼤国アイルランド
• ⼈⼝492 万⼈、⾯積は北海道の8割強。 
• 農地の多くは草地で、農業⽣産額の７割
を家畜と畜産物が占め酪農が最⼤。
• 主要農産物は、⼤⻨、⼩⻨、じゃがいも
を含む根菜類等。
• 経営体当たりの平均経営⾯積は 35.5ha。
• 農産⾷品輸出は全体の１割。雇⽤の１割。
• 農産物の輸出⼤国



⽇本農業新聞 2022年9⽉26⽇



政府、TEAGASC、HSA

• 2022年10⽉にアイルランドを約10⽇間訪問
• ⽥村孝浩･宇都宮⼤学准教授と⼭⽥優（農業

ジャーナリスト）
• Teagasc（研究、普及、教育）機関が協⼒
• 全⾏程をDr. McNamaraが同⾏
• Euro Horizon 計画で各種研究が進⾏中

• Origin Greenで輸出促進（その中にも安全）



⽇本農業新聞 2022年11⽉28⽇付

包
括
的
対
策 2005年法律で⾃営農家を労災の対象に

農業教育で「安全」を必修科⽬に設定

⼤量の啓蒙資料、最近は⼼理学から農家の振る舞いを改善へ





労災の法律と規制
• 農作業安全で⼤きな役割を果たすのが2005年労
働安全衛⽣法（SHWWA）
• 安全衛⽣庁（HSA）を設⽴。役割は、この法律

を遵守する⽅法について助⾔・指導し、その規
定を執⾏する。HSA検査官は、事前の通知なし
にあらゆる職場に⽴ち⼊ることができる
• ⽇本を含めた多くの国では⾃営農家は労災防⽌

の法制度の対象外

規制･政策



2005年法で求められる基準
• 雇⽤主は、危険とその安全に対するリスクを特定し、

予防措置を講じる必要がある。予防措置の費⽤が潜
在的なリスクよりもはるかに⼤きい場合は、柔軟な
対応が可能な場合がある
• 農園、建物など作業場所、設備、機械、出⼊り⼝、

労働者への情報提供･研修、物品保管など
• 規制(Regulations)と実践規範(Codes of Practice)
• HSAが規範を策定、違反すると起訴される可能性

規制･政策



農林業に関する実施規範（例）
1. 農業における傷害予防と職業・健康のための実践規
範（2017年）
2. 農場安全規範-リスクアセスメント⽂書2017年版
3. 農業における⼦供と若者の⾏動規範（2010年）
4. 架空送電線による危険回避のための実践規範
（2019年版）
5. 密室空間での作業に関する実践規範（2017年版）

規制･政策



検査官が持つ権限
• HSAを代表して⾏動する検査官によって執⾏される。
検査官には以下の権限がある。
• 予告なしに作業場所に⽴ち⼊り、必要な調査を⾏う。
• 安全ステートメントを含む記録の作成を要求する。
• 誰でも関連情報を提供することを要求する
• サンプルの⼊⼿と測定
• 機器のテストを受ける
• 検査官の職務を妨害することは、犯罪となる

規制･政策



改善と禁⽌の告知
• 改善の告知はハザードまたはいくつかのハザードが
確認されたものの、重⼤な傷害を直ちに引き起こす
危険性がない場合に発⾏される。改善通知では、農
家に対して、どのような改善が必要か、それを完了
するための期⽇が⽰される
• 禁⽌告知は、重⼤な傷害の危険が直ちにある場合に
発⾏される。禁⽌告知は、安全上のリスクを引き起
こしている活動を停⽌するよう命じる。禁⽌通知は
通常、即座に効⼒を発揮する。

規制･政策



コンプライアンス違反の罰則
• 本法に基づく違反で有罪判決を受けた者は、罰⾦ま

たは禁固刑に処される可能性がある。略式有罪の場
合、最⾼で3,000ユーロの罰⾦または6ヶ⽉の懲役と
なる。禁⽌通知の条件を守らないなどの重⼤な犯罪
の場合、起訴され有罪判決を受けると、最⾼300万
ユーロの罰⾦、または2年の懲役実刑判決が科される

規制･政策



⾃営業者の義務
農家などの⾃営業者は、⾃分⾃⾝と他⼈の安全や健康
が、その仕事活動によって危険にさらされないように
しなければならない。雇⽤主が従業員に適⽤しなけれ
ばならない義務を、⾃分⾃⾝にも適⽤しなければなら
ない

規制･政策



報告義務
• 安全衛⽣当局には、以下を通知しなければならない

1.雇⽤者または⾃営業者の死亡につながる労働事故

2. 従業員、⾃営業者が3⽇以上働けなくなる労災
3. 労働災害で、通⾏⼈など仕事中でない⼈が死亡し

た場合、または治療を必要とした場合
死亡に⾄った事故は、必ず安全衛⽣局の検査官が調査
する

規制･政策



アイルランドの安全規制･政策

• 1997年から法律による規制と政策がスタート
• 欧州で最先端の規制（他国ではばらばら）
• ⾃営農業者を労働災害防⽌の枠内に
• 1969,2001年のILO農業労働安全条約

• 詳しい統計データの蓄積
• HSA特別捜査官が死亡事故を徹底調査

規制･政策
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規制･政策



FBD（農業系保険会社）の保険



教育



教育



農業⼤学校のテキスト
• 国内の事故現状を語り合う
• 事故の主な原因、安全や環
境の法規制を調べる
• リスク評価の⽅法を討議
• 農作業安全⽅法を学習
• 健康な⽣活のために
• ⾷品安全、トレーサビリ

ティーを理解

教育



教育



Dr. McNamaraインタビュー
• Q=農家は農作業が危険だと認識しつつなぜ農業を続けるのか。

• アイルランドの農家の多くはリスク管理を前に進めようとしてい
ます。私の感覚では8割の農家はそうでしょう。しかし、2割はあ
まり真剣ではない。⼀定の割合の⼈がそうした（消極的な）対応
をするということは農業に限ったことではありません。私たちは
農作業事故が死亡、⼤けがなど深刻な結果をもたらすことを伝え
続け、⼈々の意識、⽂化を変えていくことが必要です。メディア
などが果たす役割も必要です。しかし、農家は（命令を受けるの
ではなく）独⽴してものごとをしたがる傾向があります。英国の
研究では農家の半分がリスクの存在を承知で農作業をしています。
改善して⾏くには⼼理学の分野ですね。

コミュニ
ケーション



論点

• 厳密な労働災害予防のための法律を⽇本でも⽬指すか
• 農家に規制を強いることの是⾮

• 新しい農業基本法で理念を語ることはできないか

• 農業系⾼等専⾨教育機関で「農作業安全」学習を位置
付けるか

• 農家の意識を変える⼿段
• 農作業安全の国際研究



農家の⼼理まで踏み込んで...

• 20年以上も政策･規制で事故削減
• ⼀層の改善には農家の振る舞いを変える
• ナッジ理論を応⽤したプロジェクト（⽇本も）
• メディアとの連携

• 多数の画像や映像素材...

https://www.hsa.ie/eng/your_industry/agriculture_forestry/further_information/video_index/


「本研究はJSPS科研費 19KT0032の助成を受けたものです」

被害農家のケアをボランティアで

• 今回の聞き取りで全く新しい情報を得ることができた。ボラ
ンティア団体のEmbrace Farmである。直訳すれば抱擁する
農家。農作業死亡事故に遭った家族のケアを農家の⽴場から
進めているという。厳しい法律と充実した農業教育だけでは
なく、社会全体で農作業事故の打撃を⼩さくしていこうとい
う懐の深さを感じることができた。Embrace Farmのウェブ
サイトによると、農作業事故の⽣存者のための会合が定期的
に開かれている（2023年3⽉11⽇現在）。

• https://embracefarm.com/


